
教育投資に関する国際比較

【出所】 】経済財政諮問会議「2030年展望と改革タスクフォース報告書」、文部科学省公表の推計データ（学校基本調査等）より。

【教育機関への支出（ＧＤＰ比）２０１３年】
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【出所】データはOECD“Education at Glance2016”より。(注)カナダは2012年、チリは2014年のデータ。

【保護者・本人が支出している学校教育費（2014年度・推計値）】

○日本の官民あわせた教育機関への支出は、ＯＥＣＤ平均を下回る。
○2014年度の家計が支出している学校教育費は、合計で６兆円程度に上る。
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国公立 私立 合計 備考

幼児教育（4～6歳） - - ７,４４５億円 幼稚園授業料、保育園保育料等

小学校（7～12歳） ３,８６３億円 ６８７億円 ４５５０億円 学校教育費（授業料、入学金、修
学旅行費、学用品費、通学用品
等）中学校（13～15歳） ４,２０２億円 ２５１３億円 ６７１５億円

高等学校（16～18歳） ５,５７０億円 ７６９０億円 １兆３２６０億円

大学（19～22歳） ２,９７０億円 ２兆３８３８億円 ２兆６８０８億円 授業料、施設整備費・実験実習費
等の学校納付金

短大（19～20歳） ３２億円 １２８４億円 １３１６億円




